


















社会福祉法人 しゃくなげ園 　　　　　　　　

別紙１

１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法(定額法)によります。
②
ア

イ  時価のないもの：移動平均法による原価法によります。
当法人において該当する有価証券はありません。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形及び無形減価償却資産：定額法によっています。
② リース資産
ア  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により計算します。
イ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上します。

　当法人においてアに該当するリース資産はありません。

(3) 引当金の計上基準
①

②

当法人において該当する徴収不能な債権はありません。
③ 退職給付引当金：山口県健康福祉財団退職共済事業掛金相当額を計上しています。

(4) 消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．重要な会計方針の変更

３．法人で採用する退職給付制度
当法人で常勤職員に対し下記の退職給付金を支給しています。
(1)

(2)

４．法人が作成する計算書類等と事業所の名称並びに拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりです。
(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
(3)

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表は作成を省略しています。
(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容は以下のとおりです。

① 法人本部会計拠点区分(社会福祉事業)
② しゃくなげ園拠点区分(社会福祉事業)
　 ア 軽費老人ホームしゃくなげ園サービス区分
　 イ しゃくなげ園ヘルパーステーションサービス区分
③ 有料老人ホーム高齢者ミニ福祉ホーム拠点区分(公益事業)

 時価のあるもの：期末日における市場価格に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)に
よります。

　ただしリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引に係るリース資産につ
いては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた方法によっています。

満期保有目的の債券以外の有価証券

徴収不能引当金：未収入金等の徴収不能による損失に備えるため、債権の回収性を個別に
検討して回収不能見込額を間接法により計上します。

賞与引当金：職員に対する賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期に帰属す
る額を計上しています。

計算書類に対する注記（法人全体用）

　財産、収支及び純資産の増減の状況をより正確に表示するため、当年度より役員退職慰労引当金
を計上することとしました。この変更により従来の基準に従った場合と比較して当期活動増減差額
が974,589円減少しています。

社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三
号第三様式)

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に基づく退職給付
金
公益財団法人山口県健康福祉財団の実施する退職共済事業制度に基づく退職給付金
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別紙１
計算書類に対する注記（法人全体用）

５．基本財産の増減の内容及び金額

(単位：円)

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当ありません。

７．担保に供している資産
該当ありません。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりです。

(単位：円)

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当ありません。

10．関連当事者との取引の内容
関連当事者の該当ありません。

11．重要な偶発債務
該当ありません。

12．重要な後発事象
該当ありません。

13．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当ありません。

14．

該当ありません。

5

建物
構築物
車輌運搬具

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか
にするために必要な事項

建　　物
合計

当期末残高当期減少額当期増加額
127,608,000
28,243,4271,398,079 7,650,966

土　　地
基本財産の種類

0 0
前期末残高
127,608,000
34,496,314
162,104,314 155,851,4277,650,9661,398,079

12,311,059 2,820,815
9,526,144 9,526,139

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。建物の増加はしゃくなげ園拠点区分の玄関
庇新設工事です。なお、建物の当期減少額は全て減価償却額です。

器具及び備品

71,613,101 54,471,474 17,141,627

48,129,655

15,131,874

科目 減価償却累計額
435,394,897

取得価額
建物(基本財産)

合計

当期末残高
28,243,427

59,661,553

463,638,324

548,377,545608,039,098
36,673,976 11,455,679
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別紙２

１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法(定額法)によります。
②
ア

イ  時価のないもの：移動平均法による原価法によります。
当拠点区分において該当する有価証券はありません。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形及び無形減価償却資産：定額法によっています。

② リース資産

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により計算します。

イ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上します。

　当拠点区分においてア及びイに該当するリース資産はありません。

(3) 引当金の計上基準
当拠点区分においては引当金を計上すべき賞与、債権及び退職金はありません。

(4) 消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度
当拠点区分においては退職金支給はありません。

４．拠点が作成する計算書類等
当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりです。
(1) 法人本部会計拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)

５．基本財産の増減の内容及び金額
(単位：円)

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当ありません。

７．担保に供している資産
該当ありません。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当資産ありません。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当ありません。

10．重要な後発事象
該当ありません。

満期保有目的の債券以外の有価証券
 時価のあるもの：期末日における市場価格に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)に
よります。

　ただしリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引に係るリース資産につい
ては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた方法によっています。

0 0
前期末残高

4,362,000

　財産、収支及び純資産の増減の状況をより正確に表示するため、当年度より役員退職慰労引当金
を計上することとしました。この変更により従来の基準に従った場合と比較して当期活動増減差額
が974,589円減少しています。

0

計算書類に対する注記（法人本部会計拠点区分用）

4,362,000

当拠点区分にはサービス区分を設けていないので､拠点区分資金収支明細書及び拠点区分事業活
動明細書は作成していません。

合計 0

当期末残高当期減少額当期増加額
4,362,000
4,362,000

土　　地
基本財産の種類
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11．

該当ありません。

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明
らかにするために必要な事項
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別紙２

１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法(定額法)によります。
②
ア

イ  時価のないもの：移動平均法による原価法によります。
当拠点区分において該当する有価証券はありません。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形及び無形減価償却資産：定額法によっています。
② リース資産
ア  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により計算します。
イ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上します。

　当拠点区分においてアに該当するリース資産はありません。

(3) 引当金の計上基準
①

②

当拠点区分において該当する徴収不能な債権はありません。
③ 退職給付引当金：山口県健康福祉財団退職共済事業掛金相当額を計上しています。

(4) 消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．採用する退職給付制度
当法人で常勤職員に対し下記の退職給付金を支給しています。
(1)

(2)

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりです。
(1) しゃくなげ園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2) 拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
(3) 拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

① 軽費老人ホームしゃくなげ園
② しゃくなげ園ヘルパーステーション

４ 基本財産の増減の内容及び金額

(単位：円)

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当ありません。

満期保有目的の債券以外の有価証券
 時価のあるもの：期末日における市場価格に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)に
よります。

　ただしリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引に係るリース資産につ
いては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた方法によっています。

123,246,000 0 0

1,398,079 151,489,427
34,496,314

7,650,966合計

当期末残高

賞与引当金：職員に対する賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期に帰属す
る額を計上しています。

計算書類に対する注記（しゃくなげ園拠点区分用）

建　　物
157,742,314

当期減少額当期増加額

28,243,4271,398,079

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に基づく退職給付
金
公益財団法人山口県健康福祉財団の実施する退職共済事業制度に基づく退職給付金

基本財産の種類

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。建物の増加は玄関庇新設工事です。なお、
建物の当期減少額は全て減価償却額です。

土　　地 123,246,000
前期末残高

徴収不能引当金：未収入金等の徴収不能による損失に備えるため、債権の回収性を個別に
検討して回収不能見込額を間接法により計上します。

7,650,966
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別紙２
計算書類に対する注記（しゃくなげ園拠点区分用）

６．担保に供している資産
該当ありません。

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりです。

(単位：円)

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当ありません。

９．重要な後発事象
該当ありません。

10．

該当ありません。

当期末残高

13,947,137 11,859,714 2,087,423

科目

42,020,684

建物(基本財産) 463,638,324

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明
らかにするために必要な事項

取得価額

9,526,144 9,526,139 5
器具及び備品 47,039,875 36,054,159 10,985,716
車輌運搬具

減価償却累計額

構築物

492,947,315534,967,999

435,394,897 28,243,427

合計

建物 816,519 112,406 704,113
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別紙２

１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法(定額法)によります。
②
ア

イ  時価のないもの：移動平均法による原価法によります。
当拠点区分において該当する有価証券はありません。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形及び無形減価償却資産：定額法によっています。
② リース資産
ア  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により計算します。
イ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上します。

　当拠点区分においてア及びイに該当するリース資産はありません。

(3) 引当金の計上基準
①

②

当拠点区分において該当する徴収不能な債権はありません。
③

(4) 消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．採用する退職給付制度
当拠点区分において人件費は配賦処理により計上しているので、退職金支給はありません。

３．拠点が作成する計算書類等
当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりです。
(1)

(2)

４．基本財産の増減の内容及び金額
該当資産ありません。

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当ありません。

６．担保に供している資産
該当ありません。

賞与引当金：職員に対する賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期に帰属す
る額を計上しています。
徴収不能引当金：未収入金等の徴収不能による損失に備えるため、債権の回収性を個別に
検討して回収不能見込額を間接法により計上します。

退職給付引当金：当拠点区分において人件費は配賦処理により計上しているので、引当金
の計上はしていません。

当拠点にはサービス区分を設けていないので､拠点区分資金収支明細書及び拠点区分事業活動明
細書は作成していません。

有料老人ホーム高齢者ミニ福祉ホーム拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四
様式、第三号第四様式)

計算書類に対する注記（有料老人ﾎｰﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ拠点区分用）

満期保有目的の債券以外の有価証券
 時価のあるもの：期末日における市場価格に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)に
よります。

　ただしリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引に係るリース資産につい
ては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた方法によっています。
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別紙２
計算書類に対する注記（有料老人ﾎｰﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ拠点区分用）

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりです。

(単位：円)

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当ありません。

９．重要な後発事象
該当ありません。

10．

該当ありません。

451,345 733,392

合計 17,640,869
1,089,780 469,963

科目
70,796,582

当期末残高
建物
構築物

55,430,23073,071,099
器具及び備品

1,184,737

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明
らかにするために必要な事項

減価償却累計額
54,359,068

取得価額
16,437,514

619,817


